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の要項の定めるところにより募集します。
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本庄市観光農業センター指定管理者募集要項 

 

１．対象施設の概要 

(1) 名   称   本庄市観光農業センター及び付帯施設（以下「本施設」という。） 

(2) 所 在 地   埼玉県本庄市児玉町小平６５３番地 

(3)  施設の目的   観光農業の振興を図り、もって地域社会の活性化に資するとともに、

住民の福祉を増進することを目的とする。 

(4)  施設概要    詳細は、本庄市観光農業センターの管理等に関する仕様書 

（以下、「仕様書」という。）を参照。 

 

２．管理運営の方針 

  本施設の管理、運営は、次に掲げる項目に沿って行うものとします。 

  (1) 関係法令を遵守し、適切な管理、運営を行うこと。 

  (2) 本施設の特色を熟知した上で、効率的かつ安定した管理、運営を行うこと。 

  (3) 利用者の安全・安心、快適性の確保に努めること。 

  (4) 地域住民や、利用者の意見を管理運営に反映させること。 

  (5) 本施設の利用促進や施設価値向上に係る提案等を積極的に行うこと。 

  (6) 本庄市環境基本計画及び、本庄市環境マネジメントシステムの精神を尊重し、環境に

配慮した管理、運営を行うこと。 

 

３．指定管理者が行う業務の範囲 

仕様書のとおり 

 

４．応募資格 

(1) 本庄市内に主たる事務所、支店、営業所等を置く（本件に係る基本協定締結までに置く

場合を含む。) 法人その他の団体、及びこの団体を含む複数の団体により構成されたグ

ループ（以下「グループ」という。）であること。 

(2) 法人その他の団体並びにその代表者及び役員が次の者に該当しないこと。（グループの

場合、全ての構成団体並びにその代表者及び役員が該当しないこと。） 

   ア 法律行為を行う能力を有しない者 

   イ 破産者で復権を得ない者 

   ウ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4第2項（同項を準用する場

合を含む。）の規定により本市における一般競争入札等の参加を制限されている者 

      エ 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 244 条の 2 第 11 項の規定による指定の取消

しを受けてから３年を経過しない者 

オ 手続条例第4条第1項第4号の規定に抵触することとなる者 
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   カ 本市における指定管理者の指定の手続において、その公正な手続を妨げた者又は公正

な価格の成立を害し、若しくは不正の利益を得るために連合した者 

   キ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）

等の規定に基づき更生又は再生の手続をしている法人等 

ク 本市が行う建設工事等の請負又は物品の購入若しくは製造の請負の指名競争入札につ

いて指名留保又は指名停止措置を受けている法人等 

ケ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

コ 暴力団又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。以下同じ。）若しくは暴力

団の構成員でなくなった日から５年を経過していない者の統制下にある団体 

サ 消費税、地方消費税及び市税を滞納している者 

(3) 複数の法人等でグループを構成して応募する場合は、次の事項に留意してください。 

 ア 代表団体を選出してください。 

イ グループには適切な名称を付け、その名称で応募してください。 

ウ グループの構成団体及び構成員は、他のグループに属しての重複応募又は単独応募は

できません。 

 

５．指定期間 

５年間（令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで） 

 

６．利用料金に関する事項 

管理条例別表に定める金額を上限として、あらかじめ市長の承認を得て、利用料金を定めて

ください。 

なお、当該利用料金は指定管理者の収入とします。 

 

７．収入及び経費等 

(1) 本業務の費用 

ア 本業務にかかる全ての費用は、指定管理料及び本業務で得られる収入をもって充てる

ものとします。 

イ 指定管理料の額については、次の上限額の範囲内で提案してください。 

上限額 ２３，９７５千円(5年間分) 

(内訳) 年度別上限額 令和８年度～令和１２年度 各４，７９５千円 

上記上限額は、消費税及び地方消費税の税率(以下「消費税率」という。)10％で設定し

ています。消費税率が変更された場合は、その時点で指定管理料の修正(税率変更分の反

映) を行います。インボイス制度について、インボイス事業者の登録をはじめ、必要な

対応を取るものとし、発行方法は市との協議によるものとします。 

   ウ 提案された指定管理料を基に市の予算の範囲内で、市と指定管理者で協議し、指定管
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理料の金額や、支払い方法等を基本協定及び年度協定で定めます。 

  (2) 自主事業及びその他事業費用 

   ア 自主事業及びその他事業に係る費用は、指定管理者の自己費用を持って充てるもの

とします。 

   イ 自主事業及びその他事業で得られる収入は、指定管理者の収入とします。 

   ウ 本業務の会計、自主事業の会計及びその他事業の会計は、それぞれ区分するものと

します。 

   

８．運営に際する目安（令和６年度） 

(1) 利用者人数 

   ７，９５７ 人 

(2) 利用料金等（農産物売上手数料） 

       ８２ 千円 

(3)  管理経費（人件費除く） 

        １，６２０ 千円 

 (4) 人件費 

       ２，３０７ 千円 

 (5) 指定管理料 

       ３，９８０ 千円 

 

９．応募方法等 

(1)  募集要項等の配布場所 

募集要項及び仕様書は、本庄市経済環境部支所環境産業課において令和７年７月７日

（月）から令和７年７月２２日（火）まで（土曜日・日曜日及び休日は除きます。）配布

します。 

配布時間は、午前９時から午後４時３０分まで（正午から午後1時までは除きます。）

とします。 

なお、本庄市ホームページ（https://www.city.honjo.lg.jp/）からもダウンロードで

きます。 

 

 (2)  説明会 

募集要項の内容と本施設の説明を行うため、説明会を開催しますので、参加される団

体は、令和７年７月２２日（火）午後５時までにご連絡ください。 

日 時 令和７年７月２３日（水）午前１０時から 

場 所 本庄市観光農業センター 

 連絡先 本庄市経済環境部支所環境産業課産業係 

     ＴＥＬ ０４９５－７２－１３３４（直通） 
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(3) 応募関係書類の内容等に関する質問 

募集要項等の内容等に対する質問がある場合は、令和７年７月２３日（水）から令和

７年７月３０日（水）午後５時まで、FAX 又は E-mail にて受け付けます。その際、必

ずタイトルを「本庄市観光農業センター指定管理者に関する質問」としてください。 

質問に対する回答は、全質問に対する回答をまとめたうえで、令和７年８月４日（月）

までにFAX又はE-mail、本庄市ホームページへのアップロードにて回答いたします。 

ＦＡＸ：０４９５－７２－４２１６ 

E-mail：kdm-sangyo@city.honjo.lg.jp 

 

１０．申請の受付 

(1)  受付期間 

令和７年８月６日（水）から令和７年８月２９日（金）まで（土曜日・日曜日及び

休日は除きます。） 

申請の受付は、午前９時から午後４時３０分まで（正午から午後１時までは除きま

す。）とします。 

(2)  提出先 

申請は、持参に限ります。 

提出先は、下記までお願いします。 

埼玉県本庄市児玉町八幡山３６８番地 

本庄市経済環境部支所環境産業課（アスピアこだま２階） 

ＴＥＬ ０４９５－７２－１３３４（直通） 

申請書類は提出時に確認を行いますので、事前に連絡の上ご持参ください。 

 

1１．申請書類等 

応募申請する際には、別に配布する仕様書を参考にし、以下の書類を正本・副本各一部ずつ

提出して下さい。 

グループ申請を行う場合は、構成団体を記載した資料（任意様式）を添付してください。 

     法人にあっては、以下の書類を提出するものとします。なお、法人以外にあっては、以下の

書類に該当する書類がない場合は、これに類する書類を提出するものとします。 

(1) 指定申請書（本庄市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例施行規則様

式第１号） 

(2) 事業計画書（本庄市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例施行規則様

式第２号並びに本業務事業計画（別紙１）、自主事業計画（別紙２）及びその他事業計

画（別紙３）） 

(3)  当該施設の管理に関する収支計算書（令和８年度から令和１２年度）（本庄市公の施

設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例施行規則様式第３号） 
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(4) 定款、寄附行為の写し 

   (5) 登記事項証明書の写し 

   (6) 過去３か年の貸借対照表、損益計算書、キャッシュフロー計算書及び事業報告書  

   (7) 役員名簿及び組織に関する事項を記載した書類 

   (8) 印鑑証明書 

(9)  市税に滞納がない証明書（直近１年分、納税義務がない場合はその申立書） 

(10) 消費税及び地方消費税に滞納がないことを証明する書類（税務署納税証明書） 

(11) 役員又はこれに準ずる者の身分証明書（本籍地の市区町村が発行する法律行為を行う

能力を有しない者でないことを証するもの） 

   (12) 直近の事業年度の人員表（各決算期末の常勤役員数、常勤従業員数、非常勤従業員数

（パートタイマー、アルバイト）） 

(13) 団体概要書（様式任意） 

(14) 確約書（役員が手続条例第４条第１項第４号の規定に抵触しない者であることを確 

約する書類） 

(15) 同種又は類似施設の管理運営実績がわかる書類 

(16) その他市長が必要と認める書類 

 

１２．選定の基準 

   手続条例第４条第１項に則り、以下の基準で選定します。 

(1) 事業計画書による本施設の運営が、利用対象者の平等利用を確保することができるもの

であること。 

(2) 事業計画書の内容が、本施設の効用を最大限に発揮させるとともに、その管理に係る経

費の縮減が図られるものであること。 

(3) 事業計画書に沿った管理を安定して行う物的能力及び人的能力を有するものであるこ

と。 

なお、審査における評価項目と配点は別表「本庄市観光農業センター指定管理者候補者

選定審査評価基準表」のとおりです。 

 

１３．選定の方法 

(1) 指定管理者の選定にあたっては、本庄市公の施設指定管理者選定委員会設置要綱（平

成 20 年告示第 243 号の 2）に基づき設置された本庄市公の施設指定管理者選定委員会に

おいて、前項の選定の基準に基づいて行います。 

選考にあたっては、事業計画の実施に要する費用、効果、当該事業計画に沿って施設

管理する能力等を面接審査時により総合的に評価して選考し、順位1位の者を指定管理

者の候補者として選定します。 

なお、総合評価の判断基準として点数制を採用しますが、審査の結果、該当者なしと

する場合もあります。 
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(2)  審査の手続 

ア 申請書類の確認 

申請書類については、本庄市経済環境部支所環境産業課で書類確認を行います。 

イ 書類審査（一次審査） 

申請書類により、選定委員会で書類審査を実施します。 

なお、書類審査により、上位5位までの者が面接審査に参加することができます。 

ウ 面接審査（二次審査） 

選定委員会により書類審査の上位 5 位までの者の面接審査を実施します。（10 月上旬

頃） 

  面接審査では、プレゼンテーションを行っていただきます。なおプレゼンテーション

の出席者は各団体３名までとさせていただきます。 

エ 候補者の選定 

面接審査終了後、順位１位の者を指定管理者の候補者として選定します。 

※ 応募者が少数の場合、書類審査とプレゼンテーションを同時に行う場合があります。 

 

１４．選定審査対象除外 

次に掲げる事項に該当するときは選考対象から除外いたします。 

(1) 申請書類に虚偽の記載が明らかになったとき。 

(2)  この要項に違反、又は著しい逸脱が明らかになったとき。 

(3)  応募期限までに必要な書類が整わなかったとき。（本市が追加資料の提出を求めた場合

は、その追加資料も含む。なお、追加資料にかかる提出期限は必要に応じて別に定める

ものとする。） 

(4)  その他不正行為が認められたとき。 

 

１５．選定結果の通知・指定手続等 

(1)  選定結果の通知予定時期 

選定結果については、面接審査の参加者(グループの場合は代表者)に令和７年１０月

中旬に文書でお知らせします。 

 (2)  指定手続 

選定団体については、地方自治法の規定に基づき、指定管理者として指定する議案を

本庄市議会に対して提案し、議決後に指定管理者として指定します。 

指定にあたっては、指定団体に文書で通知するとともに、本庄市公告式条例（平成１

８年本庄市条例第３号）の定めるところにより告示します。 

本庄市議会への提案は、令和７年第４回定例会を予定しています。 

  (3)  協定の締結 

  指定に伴い施設の管理に係る細目事項、指定管理料、リスクの管理、責任分担等を定

めるため、基本協定、年度協定を締結いたします。 
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  (4)  事務引継ぎ 

  選定の結果、指定管理者として選定された団体が令和８年３月３１日までの指定管理

者と異なる団体であった場合には、上記「(2)指定手続」による手続き完了後、令和８

年３月３１日までの期間中に必要な事務引継ぎを遺漏なく行ってください。 

     ホームページの引継ぎについては、現指定管理者と協議してください。 

なお、事務引継ぎに要した費用は、すべて選定された団体の負担とします。 

(5)  指定管理者の指定取消し等 

  指定管理者が行う施設の管理の適正を期すために本市が行う指示に従わないとき、そ

の他指定管理者による管理を継続することが困難又は適当でないと認めるときは、指定

管理者の指定を取り消し、若しくは期間を定めて管理の業務の全部又は一部の停止を命

ずることがあります。 

(6)  その他 

本庄市議会の議決が得られない場合や、議決を得るまでの間に指定することが著し

く不適当と認められる事情が生じたため指定しない場合も想定されますが、そのよう

な場合も含め、指定管理の申請、その他の準備のために支出した費用については、一

切補償いたしません。 

 

１６．留意事項 

(1)  接触の禁止 

審査委員、本市職員及び本件関係者に対して、本件案件についての接触を禁止します。

接触の事実が認められた場合には、失格となることがあります。 

(2)  申請内容変更の禁止 

申請書類等の内容を変更することはできません。（軽易なものを除く。） 

(3)  虚偽の記載をした場合の無効 

申請書類等に虚偽の記載があった場合は、失格とします。 

(4)  追加書類の提出 

本市が必要と認める場合は、追加書類の提出を求める場合があります。 

(5)  資料等の目的外使用の禁止 

本市が提供する資料は、申請に関わる検討以外の目的で使用することを禁じます。 

また、この検討の目的の範囲内であっても、本市の了承を得ることなく第三者に対し

てこれを使用させ、又は内容を提示することを禁じます。 

(6) 申請書類の取扱い 

ア 申請書類等は、理由の如何にかかわらず返却しません。 

イ 申請書類等は、必要に応じ複写します。（使用は市庁舎内及び選定委員会に限る。） 

ウ 申請書類等は、情報公開の請求により開示することがあります。ただし、本庄市個

人情報の保護に関する施行条例（令和５年本庄市条例第４号）第３条に定める不開

示情報に該当するものを除きます。 
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(7)  申請の辞退 

申請を行った後に辞退する際には、辞退届（様式任意）を提出してください。 

(8)  費用負担 

申請に関する費用は、すべて申請者の負担とします。 

(9)  著作権 

申請書類等の著作権は、各申請者に帰属します。なお、本施設の管理運営に関し公表

する場合、その他本市が必要と認める場合には、申請書類の全部又は一部を無償で使用

できるものとします。 

(10)  公文書 

申請書類は、本庄市情報公開条例（平成18年本庄市条例第20号）に定める公文書に

なります。 

  

1７．問い合わせ先 

埼玉県本庄市児玉町八幡山３６８番地 

本庄市経済環境部支所環境産業課産業係（アスピアこだま２階）  

ＦＡＸ：０４９５―７２―４２１６ 

E-mail：kdm-sangyo@city.honjo.lg.jp 

 

・問い合わせは、全て、FAX又はEメールを使用してください。（原則として電話は不可） 

・応募関係書類の内容等に対する質問の取り扱いは、「９．応募方法等（３）」をご覧ください。 
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本業務事業計画（別紙１） 
施設名 本庄市観光農業センター 
申請者名  
指定管理期間  令和 ８年 ４月 １日 ～ 令和１３年 ３月３１日（５年間） 
 
１．団体の理念  

（１）団体の経営方針等              評価項目 ①④ 
  

（２）指定管理者の指定を申請した理由       評価項目 ④ 
  

（３）施設の現状に対する考え方及び将来展望    評価項目 ④⑤ 
 

  
２．経営方針 
（１）指定管理業務を行うにあたっての方針     評価項目 ①⑤ 

  

（２）公平公正で平等な利用の確保         評価項目 ① 
  

 
３．運営計画 
（１）職員配置（組織図、配置図を添付のこと。）及び研修   評価項目 ⑦⑧  
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（２）事業計画                          評価項目 ⑤ 
  

（３）利用者等の要望の把握及び実現策       評価項目 ② 
 

（４）利用者のトラブルの未然防止と対処方法    評価項目 ② 
 

（５）PR、地域等の連携              評価項目 ⑥ 
 

 
４．施設の管理計画 
（１）メンテナンス計画              評価項目 ⑩ 
 

（２）環境配慮                  評価項目 ⑩ 

 

 
５．その他 
（１）防犯・防災、事故等の緊急時対策       評価項目 ⑨ 
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（２）事業を常に見直すための取組         評価項目 ⑩ 
 
 
 
 
（３）個人情報保護                評価項目 ③ 

 

（４）類似施設の管理運営実績           評価項目 ④ 
  
 
 
 
 
６．その他特筆すべき事項（利用者の安全、安心面の確保に向けた取組み等） 評価項目 ② 
 

 
 審査項目の番号は、「指定管理者候補者選定審査評価基準表」の評価項目の番号を記載し

ておりますので、当該評価基準表の評価項目を参照のうえ、記入してください。 
 
７．指定管理を行う上での数値目標         評価項目 ④ 

目標とする事項 
数   値 

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 
利用者数      （人）      

直売所売上高   （千円）      

研修室、体験室利用数（回）      

      

 
 利用者数の数値目標は、必須項目とします。 
 なお、目標とする事項は、２つ以上設定してください。 
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自主事業計画（別紙２）

施設名

申請者名

指定管理期間

1．事業名

①内容

②実施時期(年月)

③実施回数

④入場料

⑤入場者数

⑥収支

2．事業名

①内容

②実施時期(年月)

③実施回数

④入場料

⑤入場者数

⑥収支

3．事業名

①内容

②実施時期(年月)

③実施回数

④入場料

⑤入場者数

⑥収支

4．事業名

①内容

②実施時期(年月)

③実施回数

④入場料

⑤入場者数

⑥収支

本庄市観光農業センター

令和８年　４月　１日　～　令和１３年　３月３１日

取組内容 目標
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その他事業計画（別紙３）
施設名 本庄市観光農業センター
申請者名
指定管理期間 令和　８年　４月　１日　～　令和１３年　３月３１日
１．事業名

　　①内容

　　②実施時期（年月）

　　③実施回数

　　④入場料

　　⑤入場者数

　　⑥収支

2．事業名

　　①内容

　　②実施時期（年月）

　　③実施回数

　　④入場料

　　⑤入場者数

　　⑥収支

3．事業名

　　①内容

　　②実施時期（年月）

　　③実施回数

　　④入場料

　　⑤入場者数

　　⑥収支

4．事業名

　　①内容

　　②実施時期（年月）

　　③実施回数

　　④入場料

　　⑤入場者数

　　⑥収支
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本庄市観光農業センターの

管理等に関する仕様書

（令和７年７月）

本庄市経済環境部支所環境産業課
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本庄市観光農業センターの管理等に関する仕様書
第１  本仕様書について P１７
第２  施設の管理運営に関する基本的な考え方 P１７
第３  本施設の概要 P１７
第４  周辺地域の概要 P１８
第５  管理の基準 P１８
第６  指定期間 P２０
第７  指定管理者が行う業務の範囲 P２１
第８  管理経費等について P２２
第９  指定期間終了にあたっての引継業務 P２２
第１０ 物品等の帰属等 P２２
第１１ 留意事項 P２３
第１２ 協議 P２４

別紙１   ふるさとの森公園位置図 P２５
別紙２   観光農業センター配置図 P２６
別紙３   小平市民農園区画図 P２７
別紙４−１ 管理物件（管理施設及び管理物品）の費用負担区分 P２８
別紙４−２ リスクの管理・責任分担表 P２９

別表１ 本業務範囲及び業務実施条件等一覧表 P３１
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本庄市観光農業センターの管理等に関する仕様書 
 

１．本仕様書について 

本庄市観光農業センター及び付帯施設（以下｢本施設｣という。）の指定管理者が

行う業務の内容、その範囲及び履行方法については、この仕様書により定める。 

 

２．施設の管理運営に関する基本的な考え方 

指定管理者は、観光農業センターを管理するにあたり、次に掲げる項目に沿って

管理を行うこと。 

ア 本施設の業務を遂行できる十分な能力を確保し、かつ、専念できる体制を整

えること。 

イ 本施設は、本庄市観光農業センター設置及び管理に関する条例（平成18年本

庄市条例第152号。以下「条例」という。）における設置目的に基づき管理運営

を行うこと。 

ウ 指定管理者は、本施設の設置目的である観光農業の振興を図り、地域社会の

活性化に資するとともに、住民の福祉を増進することを目的とし、更に地域資

源を活用し観光農業の拠点となるよう、より多くの集客を目指すことを念頭に

置き、管理運営を行う。 

エ 公の施設であることを念頭において、公平な運営を行うこと。 

オ 個人情報の保護を徹底すること。 

カ 地域住民や利用者の意見・要望を管理運営に反映させ、サービスの向上に努

めること。 

キ 効率的かつ効果的な管理を行うこと。 

ク 管理運営費の削減に努めること。 

ケ 関係機関等の連携に努めること。 

コ 業務従事者に必要な研修を行い、その資質向上に努めること。 

サ 安全管理に十分配慮し、火災、損傷等を防止して財産の保全を図るとともに、

利用者及び業務従事者の安全確保に努めること。 

シ ごみの減量、省エネルギー、ＣＯ２の削減等、環境に配慮した運営に努める

こと。 

ス 関係法令等を遵守した管理運営を行うこと。 

 

３．本施設の概要 

管理業務の対象となる施設は、下表及び別紙１、別紙２のとおりとする。 

１ 名 称 本庄市観光農業センター 

２ 概 要 所  在 本庄市児玉町小平６５３番地 

延床面積 ２４８．４３㎡（７５．１６坪） 

施設構造 木造瓦葺２階建 
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主な施設

内容 

１階 展示・休憩コーナー、手作体験室、直売コーナー、 

事務所、台所、男女更衣室・脱衣所・シャワー室・WC、倉庫 

２階 湯沸室、研修室 

竣  工 平成３年１２月（平成４年４月 開始） 

３ その他 

付帯施設 

バーベキュー広場 バーベキュー施設、コンロ２基、 

炊事場１棟、トイレ 

トリム広場 擬木公衆トイレ 

小平市民農園 貸出区画、駐車スペース、通路 

外灯 １式 

 

４．周辺地域の概要 

本施設は、山・川・田畑が広がる豊かな自然環境の中に立地し、多くの観光資源

に恵まれている。 

本施設から徒歩で行くことができる百体観音堂や近隣にも高窓の里、岩谷堂、日

本神社などの文化財を楽しむことができる。また、ふるさとの森公園のあじさいや

児玉総合運動公園の芝桜、あじさいの小路や骨波田の藤、こだま千本桜など四季折々

の魅力を感じられる地域でもあるため、年々訪れる利用者の数も増加傾向である。 

本施設の利用は、これら周辺の観光資源を活用することで、より多くの集客の可能

性をもつ地域である。 

 

５．管理の基準 

指定管理者は、本施設の設置目的に基づき管理運営を行い、公の施設であること

を念頭に置き、公平な運営を確保し、サービス向上に努め、効率的な管理運営によ

り経費の削減を図ること。 

また、本施設の維持管理及び安全管理については、法令等に基づき適切に行うこ

と。 

（１）開館日 

本施設（トイレ及び外灯を除く）の開館日は、下記に定めるとおりとする。 

開館日 

ア 毎週木曜日を除く１月８日から１２月２５日までの 

 日。ただし、木曜日が祝日にあたる場合は、開館する。 

イ 市長は本施設（トイレ及び外灯を除く）の管理上必要

があるときは、臨時に開館日及び休館日を定めることが

できる。 

（２）開館時間 

本施設（トイレ及び外灯を除く）の開館時間は、下記に定めるとおりとする。 

開館時間 

午前１０時から午後５時まで。ただし、市長は本施設（ト

イレ及び外灯を除く）の管理上必要があるときは、これを

変更することができる。 
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（３）開館日及び開館時間の変更 

指定管理者は、必要と認めるときは、あらかじめ市長の承認を得て、本施設（ト

イレ及び外灯を除く）の休館日を変更し、若しくは別に定め、又は開館時間を変

更することができる。 

また、指定管理者は、特に必要があるため開館日及び開館時間を臨時に変更す

る場合は、あらかじめ市長の承認を得なければならない。 

（４）業務の再委託の禁止 

指定管理の実施にあたり、業務の全部若しくは主たる部分を第三者へ委託し、

又は請け負わせることはできない。ただし、管理運営上、委託が必要な場合は、

あらかじめ市長の承認を得て、次に掲げる事項に留意し、業務の一部を第三者に

委託し、又は請け負わせることができる。 

ア 当該委託先が業務を実施するために必要な官公署の免許、許可、認定等を

受けていること。 

イ 作業報告書の提出、履行確認及び検査不合格の場合の措置等の事項につい

て、契約書に明記すること。 

ウ 完了した業務について、市に報告すること。 

エ あらかじめ事業計画にその旨を記載するとともに、事業収支計画書等を作

成し、必要経費として計上すること。 

（５）秘密の保持 

指定管理者は、指定期間中、指定期間満了後又は指定が解除された後において、

指定管理業務の処理上知り得た秘密を他人に漏らし、閲覧させ、複写させ、又は

譲渡してはならない。また、指定管理者から業務の一部を再委託された者も同様

とする。 

（６）法令等の遵守 

業務を遂行する上で、次の関係法令等を遵守すること。 

ア 地方自治法（昭和22年法律第67号） 

イ 本庄市観光農業センター設置及び管理に関する条例（平成18年本庄市条例

第152号 

ウ 本庄市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成18年

本庄市条例第65号） 

エ 本庄市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例施行規則

（平成18年本庄市規則第51号） 

オ 個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）及び本庄市個人情報

の保護に関する法律施行条例（令和５年本庄市条例第４号） 

カ 本庄市行政手続条例（平成18年本庄市条例第25号） 

キ 本庄市情報公開条例（平成18年本庄市条例第20号） 

ク 労働基準法(昭和22年法律第49号) 

ケ 労働安全衛生法（昭和47年法律第57号） 

コ 消防法施行令（昭和３６年政令第３７号） 

サ 廃棄物の減量及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号） 
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シ 本庄市廃棄物の減量及び処理に関する条例（平成19年本庄市条例第28号） 

ス その他関係法令等を遵守すること。 

（７）管理物件の費用負担区分及びリスクの管理・責任分担 

管理物件の費用負担区分及びリスクの管理・責任分担においては、別紙４－１、

４－２を基本として、市と指定管理者が協議により基本協定で定めるものとする。 

（８）環境への配慮 

指定管理者は、次のような環境に配慮した事項について遺漏なく実施し、市へ

実績を報告すること。 

ア 環境に配慮した商品・サービスの購入（グリーン購入）を推進し、また、

廃棄に当たっては資源の有効活用や適正処理を図ること。 

イ 電気・ガス等のエネルギー使用量の削減に向けた目標を設定し、取組みを

推進すること。 

ウ 化学物質・感染性廃棄物等のリスク管理を行い、環境や人に影響を及ぼす

事故を防止すること。 

エ 環境に配慮した施設運営について、施設の利用者等に周知するとともに、

業務に関わる者に対する教育及び学習の推進に努めること。 

（９）喫煙対策 

建物内は禁煙とし、必要に応じて屋外に分煙対策が施された喫煙コーナーを設

置すること。敷地内では、受動喫煙を防止する対策に取り組むこと。 

（10）誰もがサービスを受けやすい職員（従業員）対応 

職員（従業員）は、高齢者、障害のある方などすべての利用者がサービスを受

けやすいよう合理的配慮の提供等の対応に努めること。 

（11）駐車場の管理について 

駐車場として指定している場所以外での駐車は、事故の発生を誘発するなど危

険を伴うため、指定の駐車場に駐車させるよう周知に努めること。 

（12）個人情報の取り扱い 

指定管理者は、個人情報を適切に管理するため必要な措置を講じるとともに、

指定管理業務上知り得た個人情報を他人に知らせ、又は不当な目的に利用しては

ならない。また、指定管理期間が満了し、又は指定間期間が解除された後におい

ても、同様とする。なお、個人情報の具体的な取り扱いについては、別記１「個

人情報取扱特記事項」によるものとする。 

（13）情報公開 

本庄市情報公開条例（平成18年本庄市条例第20号）第24条の２の規定に基づき、

本施設に関する情報の公開の請求があった場合において、市は指定管理者に対し

当該情報を請求するものとし、指定管理者は保有する文書等の情報を市へ提供す

ること。 

 

６．指定期間 

  令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで（５年間） 
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７．指定管理者が行う業務の範囲（別表１～２を参照） 

（１）本業務に関すること 

  ア 各種研修に関すること。 

イ 体験事業等に関すること。 

ウ 農林水産物等の生産振興及び販売促進に関すること。 

エ その他観光農業振興に関すること。 

オ 本施設の利用の許可等に関する業務 

カ 本施設の維持管理に関する業務 

キ 小平市民農園の管理に関すること 

ク 前７号に掲げるものほか、その他本施設の設置の目的を達成するために必

要な業務 

（２）人員配置等に関すること 

 ア 管理運営業務を実施するために必要な業務執行体制を確保するとともに、

労働基準法（昭和２２年法律第４９号）を遵守し、管理運営を効率的に行

うための適正な人数の職員を配置すること。 

イ 施設の管理運営に係る業務の適切な遂行並びに総合的な把握及び調整を行

うため、次の職員を配置しなければならない。また、開館時間中にはこれ

らの職員のうち 1 名以上が常駐しなければならない。 

・責任者（1 名） 常勤・非常勤を問わない。 

・副責任者（1 名以上） 常勤・非常勤を問わない。 

ウ  職員に対して施設の運営に必要な研修を実施すること。 

エ  職員の体制は、施設の管理運営が円滑に行えるよう配慮するとともに、利

用者の要望に応えられるものとすること。 

オ 施設管理に必要な次の資格を有する者を選任するとともに、業務の開始ま

でに関係官公署へ届け出ること。 

a）防火管理者 

（３）施設及び設備の維持管理に関すること 

本施設の適正な運営のため、施設の保守管理及び簡易修繕、清掃等を行うこと。

なお、業務範囲等は、別表１業務範囲及び業務実施条件等一覧表、別表２施設等

の維持管理に関する業務基準表のとおりとする。 

ア 日常清掃（施設内及び駐車場等における日常的に必要な清掃業務） 

イ 定期清掃（ガラス清掃、除草など定期的に必要な清掃業務） 

ウ 設備の保守点検業務（保守点検等に係る詳細は別表２のとおりとする。） 

エ 施設内の機器類の保守点検 

オ 施設の小修繕 

（４）市主催事業等への協力 

指定管理者は、市が主催する事業に対して協力の依頼があった場合は、業務に

支障のない範囲で対応するものとする。 

（５）自主事業に関すること 

ア 指定管理者は、本施設の設置目的に合致し本業務の効果を高め、かつ、本
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業務の実施を妨げない範囲において、自己の責任と費用により、あらかじめ

提出した事業計画書に従って、自主事業を実施することができる。 

イ 自主事業の実施にあたり、本施設又は第三者に損害を与えた場合、指定管

理者はその損害を賠償しなければならない。 

ウ 自主事業の会計と本業務の会計は区分し、自主事業の収入は指定管理者の

収入とする。 

（６）その他事業に関すること 

ア 指定管理者は、本施設を使用して本業務及び自主事業以外の業務を行う場

合、市の許可を受け本業務の実施を妨げない範囲において、自己の責任と費

用により、あらかじめ提出した事業計画書に従って、その他事業を実施する

ことができる。 

イ その他事業の実施にあたり、本施設又は第三者に損害を与えた場合、指定

管理者はその損害を賠償しなければならない。 

ウ その他事業の会計と本業務及び自主事業の会計は区分し、その他事業の収

入は指定管理者の収入とする。 

 

８．管理経費等について 

本施設の管理経費は、下記の収入及び支出による。 

（１）収入について 

本業務の収入 

 ※別表１の１利用業務による 

（２）支出について 

   ア 管理経費等 

イ １件あたり１０万円未満の施設及び備品の修繕は、指定管理者の負担とす

る。 

ただし、1 件あたり１０万円以上の修繕費が見込まれる場合は、本庄市及

び指定管理者との間で協議のうえ決定する。 

ウ 施設の設置目的の効果を増す工事費等は、原則として、全額、市の負担と

する。 

ただし、発注方法等については、市と指定管理者の間で協議のうえ決定する。 

 

９．指定期間終了にあたっての引継業務 

指定期間終了時には、次期指定管理者が現指定管理者と異なる場合、円滑かつ支

障なく本施設の業務を遂行できるよう引継ぎを行うこと。 

ホームページの引継ぎは現指定管理者と協議すること。 

なお、事務引継ぎに要した費用は、すべて次期指定管理者の負担とする。 

 

１０．物品等の帰属等 

（１） 指定管理者は、本施設の管理運営を行うに当たり、市が貸与する物品を無償

で使用することができる。 
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（２） 指定管理者は、市の所有に属する物品については、本庄市物品会計規則（平

成18年本庄市規則第46号）及び関係例規の管理の原則及び分類に基づいて管理

するものとする｡また、指定管理者は同規則に定められた備品台帳等を備えて、

その保管にかかる物品を整理し、購入及び廃棄等の異動について定期的に市に

報告するものとする。なお、廃棄については、事前に市に了承を得ること。 

（３） 指定管理者が指定期間中に管理経費により購入した物品については、市の所

有に属するものとする。 

 

１１．留意事項 

（１）業務を実施するにあたっての留意事項 

ア 本庄市内にある他の市民利用施設との連携を図った運営を行うこと。 

イ 指定管理者が施設の管理運営に係る各種規定・要綱等を作成する場合は、

あらかじめ市と協議を行うこと。 

ウ 各種規定がない場合は、市の諸規定に準じて業務を実施すること。 

（２）事業計画の提出 

指定管理者は、本施設に関する次に掲げる事項を記載した各事業年度の事業計

画書を前年度3月末日までに提出し、市の承認を得ること。 

   ア 本業務計画書 

   イ 自主事業計画書 

   ウ 収支計画書 

   エ 前各号に掲げるもののほか、市が必要と認めるもの 

（３）事業報告等の提出 

ア 次の内容について、会計年度終了後３０日以内に、本施設に関する次に掲

げる事項を記載した年次事業報告書を作成し、市に提出すること。また、年

度途中において指定を取消されたときは、その取消された日から起算して30

日以内に当該年度の当該日までの間の事業報告書を作成し、市に提出するこ

と。 

a) 本業務の実施状況及び利用状況 

b) 使用料又は利用に係る料金の収入実績 

c) 本業務に係る経費の収支状況 

d) 自主事業の実施状況、利用状況及び収支状況等 

e) その他事業の実施状況、利用状況及び収支状況等 

f) 前各号に掲げるもののほか当該施設の管理の実態を把握するために市が

必要と認めるもの 

   イ 指定管理者は、当月分の業務について前項各号の内容を記載した月次事業

報告書を作成し、翌月の１０日までに市に提出すること。 

   ウ 市は、必要があると認めるときは、前 2 項に係る事業報告書の内容又はそ

れに関連する事項について、指定管理者に対して報告又は口頭による説明を

求めることができるものとする。 
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（４）文書管理 

   ア 指定管理者は、本庄市の文書取扱規定に準拠して文書の管理・保管を行う

こと。指定期間終了後についても、市が必要と判断したものを市及び新たな

指定管理者に引き継ぐものとする。 

   イ 市と取り交わした協定書、協議書等、指定管理業務に係る書類は適正に管

理を行い、市の許可なく第三者に開示、提供等してはならない。 

（５）防犯対策について 

   本施設の施錠・開錠等の点検・確認及び鍵の適切な管理を行うこと。 

（６）事故・故障等異常時の措置 

本施設において、事故又は故障が発生したときは、市に報告し、指示を受け必

要な措置を講ずるものとする。 

ただし、緊急を要する場合、又は軽微な事故・故障の場合は、指定管理者にお

いて必要な措置を講じたうえ、速やかに市に報告するものとする。 

（７）立入検査について 

市は必要に応じて、施設、物品、各種帳簿等の現地検査を行うことができるも

のとする。 

（８）保険の加入について 

   ア 本施設の業務実施にあたり、指定管理者は施設賠償責任保険及び第三者賠

償保険に加入すること。なお、以下の補償内容を最低限満たしていなければ

ならないものとする。 

     保険期間 ５年（１年ごとの更新でも可） 

     補償額  対人：１名 １億円、１事故 １０億円 

          対物：１事故 ２千万円 

   イ 上記のほか、自主事業の内容に応じて、別途必要な保険に加入すること。 

（９）その他 

ア 緊急時対策、防犯・防災対策について、あらかじめ市と協議してマニュア

ルを作成し、職員に指導を行うこと。また利用者の健康状態に異変があった

場合に対応できる体制を整えておくこと。 

イ アンケート調査や意見箱の設置など、利用者のニーズの把握に努め、意見・

要望・苦情等の把握とその対応に努めること。 

ウ 業務の実施にあたっては、指定管理者は、安全円滑かつ適正な運営に万全

を期したうえ、地域団体と良好な関係を維持するよう努めること。 

 エ 本施設は、本庄市地域防災計画の避難所に指定されているため、災害等の

発生時、避難場所等に使用することとなった場合、指定管理者は市の要請に

基づき、本施設の優先的使用等について適切な対応をとらなければならない。 

 

１２．協議 

この仕様書に定めのない事項又は疑義が生じた場合は、市と指定管理者が協議し

て定めるものとする。 
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別紙４－１ 

管理物件（管理施設及び管理物品）の費用負担区分 

 

区

分 
項  目 内  容 

実  施 

区  分 
実施区分の考え方 

市 
指 定 管

理者 

 

 

 

 

 

 

 

管 

理 

施 

設 

建 

    

物 

改築又は大規模修繕 

基本的支出及び見積額 

10 万円以上の修繕 

躯体、基礎、軸組、

鉄骨部分、小屋組等

の取替 

協議 

建築基準法施行令第1条に規定する「構造耐力上主要な部分」

については、所有者である市が管理すべきものであるため、

必要に応じて市が行う。 

それ以外は、必要に応じて双方で協議する。 

10 万円未満の修繕 
  

○ 
本来の効用持続年数を維持するための業務として指定管理

者が実施する。 

構 

 

築 

 

物 

新設等 
 

協議 
基本的に構築物での新設等は考えていないが、必要に応じて

双方で協議する。 

基本的支出及び見積額 

10 万円以上の修繕 

 
協議 

必要に応じて双方で協議する。 

10 万円未満の修繕 
  

○ 
本来の効用持続年数を維持するための業務として指定管理

者が実施する。 

機

械

装

置 

新設等 
 

協議 
基本的に構築物での新設等は考えていないが、必要に応じて

双方で協議する。 

基本的支出及び見積額 

10 万円以上の修繕 

 
協議 

必要に応じて双方で協議する。 

10 万円未満の修繕 
  

○ 
本来の効用持続年数を維持するための業務として指定管理

者が実施する。 

 

 

 

 

管

理

物

品 

 

工 

具 

器 

具 

備 

品 

 

購入 

 

管理物品（Ⅰ種） ○  

・管理物品（Ⅰ種）は、市が購入し、指定管理者に無償で貸

与する。経年劣化等による使用不能時は、双方協議の上、必

要に応じ市の費用で購入又は調達する。 

・管理物品（Ⅱ種）は、本業務実施のため、指定管理者が本

業務の会計における収入により購入する。経年劣化等による

使用不能時は、指定管理者は、必要に応じ本業務の会計にお

ける収入により購入又は調達する。 

・管理物品（Ⅲ種）は、指定管理者が本業務の会計以外の収

入により購入し、本業務実施のために供することができる。 

※ 詳細については、基本協定書で定める。 

管理物品（Ⅱ種）  ○ 

管理物品（Ⅲ種）  ○ 

修繕 
  

○ 
本来の効用持続年数を維持するための業務として指定管理

者が実施する。 

そ

の

他 

上記以外の改築・改造等 
いわゆる模様替え

等 

 

○ 

指定管理者が、サービスの向上や効率的な管理運営のために

行うもので、改築等した部分についての権利を将来にわたっ

て主張しないことを条件とする。 

基本的な考え方 

※1 原則として、本来の効用持続年数を維持するために必要な限度の維持補修（見積額 1 件あたり 10 万円未満のもの）は、施設の管理に付随す

るものであるため、指定管理者が実施し、それ以外は必要に応じて双方で協議し実施する。 

※2 指定管理者は、建物の改築又は修繕、構築物の新設等又は修繕、機械装置の新設等又は修繕にあたっては、原則として市と協議し、承認を受

けなければならない。 
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別紙４－２ 
リスクの管理・責任分担表 

リスクの種類 リスクの内容 
負担者 

指定管理者 市 

物価変動 人件費、物品費等の物価変動に伴う経費の増減 協議事項 

金利変動 金利変動に伴う経費の増減 ○  

使用料の改定 条例改正に伴う施設使用料の改定 協議事項 

法令等の変更 
施設管理、運営に影響を及ぼす法令等の変更  ○ 

上記以外の法令等の変更 ○  

税制度の変更 
施設管理、運営に影響を及ぼす税制変更  ○ 

上記以外の税制変更 ○  

施設競合 競合施設による利用者減、収入減 ○  

需要変動 当初の需要見込みと異なる状況 ○  

運営費の膨張 市以外の要因による運営費の膨張 ○  

書類の誤り 

仕様書など市が責任を持つ書類の誤りによるもの  ○ 

事業計画等指定管理者が提案した内容の誤りによる

もの 
○  

支払い遅延 
経費の支払い遅延（指定管理者→再委託を行う第三

者）によって生じた事由 
○  

政治、行政的理由に

よる事業変更 

政治、行政的理由から、施設管理、運営業務の継続

に支障が生じた場合、又は業務内容の変更を余儀な

くされた場合の経費及びその後の維持管理費におけ

る当該事情による増加経費負担 

 

○ 

施設損傷 基本協定第39条第3項による ○  

損害賠償 

施設、機器等の不備による事故 協議事項 

指定管理者の責による施設管理又は運営上の瑕疵に

よる事故 
○ 

 

不可抗力 

暴風雨、洪水、地震、火災等による、市又は指定管

理者のいずれの責にも帰することの出来ない不可抗

力による施設、設備の修復による経費の増加及び事

業履行不能 

協議事項 

災害時対応 
待機連絡体制確保、被害調査・報告、応急措置 ○  

災害復旧工事  ○ 

不可抗力発生時  協議事項 

災害時の避難場所

としての使用 

本施設が避難場所として使用されている間の業務停

止による運営リスク 協議事項 

休業等による補償 
施設等の改築又は大規模修繕に伴う休業等（休業等による

利用者の減少が明らかで、年度収支が赤字の場合） 協議事項 

個人情報の漏えい  ○  

セキュリティ 警備不備による犯罪発生 ○  
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保険 
 

 

 

本業務 
・全国市有物件災害共済会建物総合損害共済 
・全国市長会市民総合保険 

 
○ 

本業務の保険の適法範囲外及び本業務以外 
・施設賠償責任保険 
・第三者賠償保険 
・上記のほか必要な保険 

○  
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容
 

基
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

準
 

販
売

促
進

業
務

 
 

直
売

コ
ー

ナ
ー

を
利

用
し
、
地
元

農
林

水
産

物
等

の
販

売
を

促
進

す
る

業
務

 
指

定
管
理

者
は

、
直

売
コ
ー
ナ

ー
を
利

用
し

、
市

内
農
業
者

及
び
農

業
団

体
と

連
携

し
て

、
地
元

農
林

水
産

物
の
販
売

促
進

に
努

め
、
地

元
農

林
水
産

物
の

PR
に

繋
が

る
よ

う
計

画
的
に

販
売

促
進

を
行

う
。
な
お
、
直
売

コ
ー

ナ
ー

の
利

用

料
金

に
つ

い
て

は
、

指
定

管
理

者
の
収

入
と

す
る

こ
と

が
で

き
る
。

 
研

修
業
務

 
各

種
研
修

を
開

催
す

る
業

務
 

指
定

管
理

者
は

、
地

域
住

民
や

市
内
農

業
者

に
向

け
た

農
業

に
関
す

る
各

種
研

修
等

を
行

い
、
観

光
農

業
の

振
興
を
図

る
よ

う
に

努
め

る
こ

と
。

 
体

験
業
務

 
各

種
体
験

事
業

等
を

開
催

す
る

業
務

 
 

指
定
管

理
者

は
、
体

験
事
業

等
を
行

う
こ

と
に

よ
り

、
農

業
体
験

及
び

観
光

資
源

に
触

れ
る
機

会
を

提
供

し
、
観
光

農

業
の

振
興

を
図

る
よ

う
に

努
め

る
こ
と

。
 

受
付

・
案

内
 

施
設

の
利

用
申

込
み

に
対

す
る

受
付
、

案
内

及
び

許
可

す
る

業
務

 
指

定
管
理

者
は
、
条
例

施
行
規

則
第

2
条

に
規

定
す

る
様
式

を
市
と

協
議

の
上
、
あ
ら
か

じ
め
定

め
、
そ

の
様

式
に
基

づ
き

利
用

許
可

申
請

書
を

受
領

し
、
許

可
書

を
交

付
す

る
こ

と
。

 
利

用
者
か

ら
、
口

頭
、
電
話

、
フ

ァ
ク

シ
ミ

リ
等

に
よ

る
問

い
合

わ
せ

に
対

し
て

案
内

す
る

業
務

 

施
設

管
理

者
は

利
用

者
か

ら
，
口

頭
、
電
話

、
フ

ァ
ク

シ
ミ

リ
等
に

よ
る

問
い

合
わ

せ
が

あ
っ
た

場
合

は
、
丁
寧
な
応

対
と

適
切

な
案

内
に

努
め

る
こ

と
。

 

利
用

指
導

 
施

設
、
設
備

等
の

利
用

方
法

を
指

導
す

る
業

務
 

指
定

管
理

者
は

、
施

設
、
設
備

等
の
利

用
方

法
に

つ
い

て
、
利

用
者

に
十

分
な

指
導

及
び

説
明
を

行
い

、
事

故
を
未
然

に
防

ぐ
よ

う
努

め
な

け
れ

ば
な

ら
な
い

。
な

お
、
利
用

者
が
不

適
切
な

利
用

を
す

る
場

合
に

は
そ
の

利
用

を
停

止
さ

せ
る

な
ど

適
切

な
処

置
を

す
る

こ
と

。
 

利
用

料
金

の
設

定
 

利
用

者
か

ら
徴

収
す

る
利

用
料

金
を

設
定

す
る

業
務

 
指

定
管
理

者
は

、
条

例
で

定
め

る
額
の

範
囲

で
、
あ
ら

か
じ

め
市
長

の
承

認
を

得
て

直
売

コ
ー
ナ

ー
の

利
用

料
金
を
設

定
す

る
こ

と
。
ま
た

、
体

験
事

業
を
行

う
場

合
、
実
費

相
当

分
に
よ

り
負

担
金

を
定

め
、
市

長
の

承
認

を
得

る
も

の
と
す

る
。

 
な

お
、
利

用
料

金
等

の
設

定
に

あ
た
っ

て
は

、
施

設
の

光
熱

水
費
や

維
持

管
理

費
、

人
件

費
等
の

原
価

を
踏

ま
え

て
、

適
切

な
も

の
と

す
る

こ
と

。
 

ま
た

、
利

用
料

金
等

を
設
定
あ

る
い
は

変
更

す
る

場
合

は
、
速

や
か

に
公

表
す

る
と
と
も

に
、
施

設
の

予
約

又
は
利
用

許
可

を
し

た
利

用
者

に
対

し
て

の
説

明
や

新
料

金
の

施
行

に
あ

た
っ

て
一

定
の

周
知

期
間

を
設

け
る

な
ど

適
切

な
対
応

を
行

う
こ

と
。

 
利

用
料

金
の

徴
収

業
務

 
利

用
者

か
ら

利
用

料
を

徴
収

す
る

業

務
 

指
定

管
理

者
は

、
施

設
等
の
利

用
許
可

に
係

る
利

用
料

金
を

自
己
の

収
入

と
し

て
徴

収
す

る
。
ま

た
、
利

用
料

金
は
後

納
を

原
則

と
す

る
。

な
お

、
利

用
料
金

の
徴

収
方

法
に

つ
い

て
、
指

定
管

理
者

は
、

あ
ら

か
じ
め

定
め

る
も

の
と

す
る
。

 
       

－ 31 －



利
用

の
不

許
可

、

許
可

の
取

消
し

及

び
入

館
拒

否
等

 

施
設

の
利

用
を

不
許

可
と

す
る

業
務

 
指

定
管
理

者
は

、
次

の
場

合
に

は
、
利

用
を

不
許

可
と

す
る

こ
と
が

で
き

る
。

 
ア

 
公
の

秩
序

又
は

善
良

の
風

俗
を
害

す
る

お
そ

れ
が

あ
る

と
認
め

ら
れ

る
と

き
。

 
イ

 
本
施

設
の

施
設

等
を

破
損

す
る
お

そ
れ

が
あ

る
と

認
め

ら
れ
る

と
き

。
 

ウ
 

そ
の

他
本

施
設

の
管

理
運

営
上
支

障
が

あ
る

と
認

め
ら

れ
る
と

き
。

 
※

 
適
当

で
あ

る
か

判
断

が
難

し
い
場

合
は

、
事

前
に

市
と

協
議
す

る
こ

と
。

 
施

設
の

利
用

の
許

可
の

全
部

若
し

く

は
一

部
の

取
消

し
、
利

用
の

制
限

又
は

利
用

の
停

止
命

令
に

関
す

る
業

務
 

指
定

管
理

者
は

、
次

の
場

合
に

は
、
利

用
の

許
可

を
取

り
消

し
、
若

し
く

は
そ

の
利

用
を

制
限
し

、
又

は
停

止
す
る
こ

と
が

で
き

る
。

 
ア

 
条
例

又
は

施
行

規
則

に
違

反
し
た

と
き

。
 

イ
 

虚
偽

そ
の

他
不

正
の

手
段

に
よ
り

許
可

を
受

け
た

と
き

。
 

ウ
 

条
件

を
付

さ
れ

て
入

館
し

た
場
合

で
、

そ
の

条
件

に
違

反
し
た

と
き

。
 

エ
 

管
理

上
支

障
が

あ
る

と
認

め
る
と

き
。

 
※

 
適
当

で
あ

る
か

判
断

が
難

し
い
場

合
は

、
事

前
に

市
と

協
議
す

る
こ

と
。

 
入

館
の

拒
否

又
は

退
去

命
令

に
関

す

る
業

務
 

指
定

管
理

者
は

、
次

の
者

に
対

し
、
入

館
を

拒
絶

し
、

又
は

退
館
を

命
ず

る
事

が
で

き
る

。
 

ア
 

他
人

に
危

害
を

及
ぼ

し
、

又
は
他

人
の

迷
惑

と
な

る
物

品
若
し

く
は

動
物

(身
体

障
害

者
補
助

犬
法

(平
成

14
年
 

 
 
 

法
律
第

49
号

)第
2
条
第

1
項

に
規
定

す
る

身
体

障
害

者
補

助
犬
を

除
く

。
)の

類
を

携
行

す
る
者

 
イ

 
公
の

秩
序

又
は

善
良

の
風

俗
を
害

す
る

お
そ

れ
が

あ
る

と
認
め

ら
れ

る
者

 
ウ

 
そ
の

他
本

施
設

の
管

理
上

支
障
が

あ
る

と
認

め
ら

れ
る

者
 

※
 

適
当

で
あ

る
か

判
断

が
難

し
い
場

合
は

、
事

前
に

市
と

協
議
す

る
こ

と
。

 
利

用
許

可
台

帳
整

理
 

利
用

の
許

可
に

係
る

内
容

を
台

帳
に

記
帳

す
る

業
務

 
指

定
管
理

者
は

、
利

用
の

許
可

に
係
る

内
容

を
、

あ
ら

か
じ

め
定
め

る
利

用
許

可
台

帳
に

記
帳
し

、
整

理
す

る
こ

と
。

 

そ
の

他
 

宣
伝

広
報

業
務

 
 

指
定

管
理

者
は

、
地

域
の

観
光

資
源
の

PR
と
本

施
設

の
利

用
促
進

の
た

め
パ

ン
フ

レ
ッ

ト
、
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
そ
の
他

有
効

な
宣

伝
広

報
を

行
う

こ
と

。
 

満
足

度
調

査
の

実
施

に
関

す
る

業
務

 
 

指
定
管

理
者

は
、
利
用

者
の

サ
ー
ビ

ス
向

上
を

図
る

た
め

、
次
の

方
法

に
よ

り
利

用
者

に
対
す

る
満

足
度

調
査

を
実
施

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 
ア

 
満
足

度
調

査
の

実
施

方
法

に
つ
い

て
は

、
市

と
指

定
管

理
者
が

協
議

し
て

定
め

る
も

の
と
す

る
。

 
イ

 
指
定

管
理

者
は

、
実

施
し

た
調
査

の
内

容
に

つ
い

て
市

に
速
や

か
に

報
告

す
る

も
の

と
す
る

。
 

な
お

、
利

用
者

の
意

見
を
直
接

把
握
す

る
た

め
、
市

又
は
指

定
管
理

者
は

、
施

設
の
適
当

な
場
所

に
意

見
箱

を
設

置
す

る
も

の
と

す
る

。
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２
 

管
理

業
務

 
項

 
 
目

 
内

 
 
 

 
 

容
 

基
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

準
 

清
掃

管
理

 
施

設
内
の

清
掃

業
務

 
施

設
内
の

清
掃

に
つ

い
て

は
、
下

記
に

基
づ

き
実

施
す
る
こ

と
。
な

お
、
美

観
又

は
衛
生

に
お
い

て
良

好
な

状
態

に
保

つ
こ

と
が

で
き

な
い

お
そ

れ
が

あ
る
場

合
は

、
こ

の
仕

様
書

の
記
載

の
有

無
に

か
か

わ
ら

ず
、
指

定
管

理
者

は
良

好
な
状

態
を

保
つ

た
め

に
必

要
な

処
置

を
講
じ

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

対
象

設
備

等
 

実
施

方
法

 
実

施
回
数

・
頻

度
 

館
内

全
般
（

研
修

室
、
湯
沸
室

、
手

作
り

体
験

室
、
シ

ャ
ワ

ー
室
、
直
売

所
、
展

示
・
休
憩

コ
ー

ナ
ー
、
事
務

所
、

通
路

、
ロ

ビ
ー

そ
の

他
）

 

清
掃

機
等

に
よ

る
清

掃
 

毎
日

、
た

だ
し

利
用

後
は

そ
の

都
度

 

便
所

（
館

内
）

 
便

器
、
床

面
清

掃
 

毎
日

 
窓

ガ
ラ
ス

 
ガ

ラ
ス
面

拭
き

取
り

清
掃

 
適

宜
、
年

2
回

程
度

、
た

だ
し

、
汚

れ
具

合
に

よ
り

随
時

 
バ

ー
ベ
キ

ュ
ー

広
場

 
バ

ー
ベ
キ

ュ
ー

施
設
・
ト

イ
レ

周
辺

清
掃

 
適

宜
、
た

だ
し

利
用

後
は

そ
の

都
度

 

ト
リ

ム
広

場
 

公
衆

ト
イ

レ
・

周
辺

清
掃

 
毎

日
 

 
 

ご
み

収
集

及
び

排
出

業
務

 
ア

 
施
設

内
の

ご
み

を
自

治
会

の
ご
み

収
集

所
に

排
出

す
る

場
合
は

、
自

治
会

の
同

意
の

元
、
ご

み
出

し
ル

ー
ル

に
従
い

下
記

に
基

づ
き

排
出

す
る

こ
と

 
a 

児
玉

郡
市

共
通

の
事

業
用
認

定
袋
に

入
れ

る
こ

と
。

 
b 

収
集

日
に

排
出

す
る

量
は
、

児
玉
郡

市
共

通
の

事
業

用
認

定
袋
で

2
袋
ま

で
と

し
、

1
袋
の

総
重

量
が

8
キ

ロ
グ

ラ
ム

以
下

で
あ

る
こ

と
。

 
イ

 
上
記

以
外

の
廃

棄
物

に
つ

い
て
は

、
廃

棄
物

の
処

理
及
び

清
掃
に

関
す

る
法

律
及

び
本

庄
市
廃

棄
物

の
減

量
及

び
処
 

理
に

関
す

る
条

例
及

び
関

係
法

令
等
に

準
じ

て
適

切
に

処
理

す
る
こ

と
。

 
 

 
な
お

、
美

観
又

は
衛

生
に

お
い
て

良
好

な
状

態
に

保
つ

こ
と
が

で
き

な
い

恐
れ

が
あ

る
場
合

は
、
こ
の

仕
様

書
の
記

載
の

有
無

に
か

か
わ

ら
ず

、
指
定

管
理
者

は
、
良
好

な
状

態
に
保

つ
た
め

に
必

要
な

措
置

を
講

じ
な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。 
   

除
草

・
耕

耘
作

業
 

小
平

市
民

農
園

除
草

・
耕

耘
作

業
 

除
草

作
業

 
空

き
区

画
、

駐
車

ス
ペ
ー

ス
、

通
路
 

８
回

（
４

月
、

５
月

、
６

月
、

７
月
、

８
月

、
９

月
、

１
０

月
、
２

月
）
 

耕
耘

作
業

 
空

き
区

画
（

区
画

の
利
用

状
況

、
繁

茂
状

況
を

確
認
し

協
議

に
よ

り
実

施
）

 

緑
肥

栽
培

 
余

剰
地
 

 
 

 
 

 
播

種
作

業
（

５
月

）
、
す

き
込

み
作

業
（

８
月
）
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保
守

点
検

 
施

設
、
設
備

、
機

械
等

の
専

門
的

な
保

守
点

検
を

行
う

業
務

 
施

設
、
設
備
、
機
械

等
の

専
門

的
な
保

守
点

検
に

つ
い

て
は

、
下

記
に

基
づ

き
実

施
す
る

こ
と
。
な

お
、
安

全
又

は
管

理
運

営
に

支
障

が
あ

る
場

合
は

、
こ
の

仕
様

書
の

記
載

の
有

無
に
か

か
わ

ら
ず

、
指

定
管

理
者
は

安
全

を
確

保
す

る
た
め

又
は

適
切

な
管

理
運

営
を

行
う

た
め
に

必
要

な
処

置
を

講
じ

な
け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 
業

務
名
称

 
対

象
設
備

等
 

実
施

方
法

 
実

施
回
数

・
頻

度
 

消
防

設
備

保
守

点
検

業
務

 
消

火
器

 
法

令
等
に

基
づ

く
 

年
2
回

 
自

動
火
災

報
知

設
備

 
漏

電
警
報

 
誘

導
灯

 
空

調
設
備

保
守

点
検

業
務

 
空

調
設
備

 
冷

房
開

始
前

及
び

冷
房

シ

ー
ズ

ン
中

 
年

2
回

 

浄
化

槽
維

持
管

理
業

務
 

浄
化

槽
 

排
水

処
理

施
設

点
検

及
び

水
質

管
理

（
薬

剤
投

与
含

む
）

 

法
定

点
検

（
機

種
に

よ
っ

て
定

め
ら

れ
た

回
数

）
、
清

掃
（
年

1
回

）、
法
定

検
査

（
年

1
回
）

 
 

 
警

備
 

巡
回

等
に

よ
り

危
険

箇
所

並
び

に
不

審
者

及
び

不
審

物
等

を
発

見
し

、
施

設

内
の

安
全

を
確

保
す

る
業

務
 

【
開

館
時

間
内

】
施
設

等
を
適

宜
巡
回

し
、
不

審
者
・
不
審

車
両
の

進
入

防
止

、
不
審
物

の
発
見
・
処
置

、
火
の

元
、
消

火
器

、
火

災
報

知
器

の
点

検
及

び
放
置

物
の

除
去

等
を

行
う

こ
と
。

 
【

開
館
時

間
外

】
下

記
に
基
づ

く
機
械

警
備

を
備

え
、
必
要

に
応
じ

巡
回

警
備

を
行

う
こ

と
と
し

、
異

常
の

発
生
に
際

し

て
は

速
や

か
に

対
応

で
き

る
よ

う
体
制

を
整

え
る

こ
と

。
 

業
務

名
称

 
対

象
施
設

等
 

実
施

方
法

 
実

施
回
数

・
頻

度
 

警
備

業
務

 
防

犯
サ

ー
ビ

ス
、

火
災

警

報
サ

ー
ビ

ス
 

機
械

警
備

 
通

年
 

  
日

常
点
検

 
目

視
点
検

等
に

よ
り

、
施

設
、

設
備
、

機
器

等
の

日
常

点
検

を
行

う
業

務
 

施
設

内
の

日
常

点
検

業
務

に
つ

い
て
は

、
下

記
に

基
づ
き
実

施
す
る

こ
と

。
な

お
、
安
全

又
は
管

理
運

営
に

支
障

が
あ

る
場

合
は

、
こ

の
仕

様
書

の
記

載
の
有

無
に

か
か

わ
ら

ず
、
指

定
管

理
者

は
安

全
を

確
保

す
る
た

め
又

は
適

切
な

管
理
運

営
を

行
う

た
め

に
必

要
な

処
置

を
講
じ

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

業
務

名
称

 
対

象
施
設

等
 

実
施

方
法

 
実

施
回
数

・
頻

度
 

日
常

点
検

業
務

 
施

設
全
般

 
巡

視
及

び
施

設
の

軽
微

な

維
持

管
理

作
業

 
1
日

2
回
以

上
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帳
簿

の
記

帳
 

業
務

に
係

る
収

入
及

び
支

出
に

つ
い

て
、

帳
簿

に
記

帳
す

る
業

務
 

業
務

に
係

る
収

入
及

び
支

出
の

状
況
に

つ
い

て
は

、
適

切
に

帳
簿
に

記
帳

し
、
当
該

収
入

及
び
支

出
に

係
る

帳
簿
及
び

証
拠

書
類

に
つ

い
て

は
、
次
年

度
の

4
月

1
日
（
指

定
業
務

開
始
日

）
か

ら
起

算
し

て
帳

簿
に
つ

い
て
は

10
年

間
、
証

拠
書

類
に

つ
い

て
は

5
年
間
保

存
し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。
な
お

、
こ

れ
ら

の
関

係
書
類

に
つ
い

て
は
、
市
が

閲
覧
を

求

め
た

場
合

は
、

こ
れ

に
応

じ
な

け
れ
ば

な
ら

な
い

。
 

 
事

務
用
機

器
管

理
 

事
務

用
機

器
の

管
理

 
 

事
務
用

機
器

は
、

既
存

の
も

の
を
除

き
指

定
管

理
者

が
調

達
し
、

管
理

す
る

。
 

市
及

び
指

定
管

理

者
の

協
議

・
連

絡
 

市
の

決
定

権
限

に
属

す
る

申
請

に
対

し
問

い
合

わ
せ

が
あ

っ
た

場
合

の
応

対
及

び
申

請
書

の
提

出
が

あ
っ

た
場

合
の

市
へ

の
送

付
に

関
す

る
業

務
 

 

市
に

決
定

権
限

が
属

す
る

事
項
（

行
政

財
産

使
用

許
可

申
請

な
ど
）
に
つ

い
て

、
問

い
合

わ
せ
が

あ
っ

た
場

合
は
、
適

切
な

対
応

を
す

る
こ

と
と

し
、
申

請
書

の
提

出
が

あ
っ

た
場

合
は
、
た
だ

ち
に

市
に

送
付

す
る
こ

と
。
な
お

、
こ

れ
ら
の

事
項

の
う

ち
使

用
料

を
徴

収
す

る
も
の

に
つ

い
て

は
、

市
が

直
接
徴

収
す

る
。

 
 

市
が

業
務

に
必

要
な

た
め

資
料

等
の

提
出

を
求

め
た

と
き

に
対

応
す

る
業

務
 

市
が

業
務

に
必

要
な

た
め

、
指

定
管
理

者
に

資
料

等
の

提
出

を
求
め

た
場

合
は

、
誠
意
を

も
っ
て

協
力
・
対

応
し
な
け

れ
ば

な
ら

な
い

も
の

と
す

る
。

 
 

そ
の

他
 

そ
の

他
、

こ
の

仕
様

書
に

定
め

の
な
い

場
合

で
、

管
理

に
あ

た
っ
て

対
応

が
必

要
と

な
っ

た
場
合

に
実

施
す

る
業

務
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　本庄市観光農業センター指定管理者候補者選定審査評価基準表

①管理運営方針
1-(1)
2-(1)
2-(2)

・対象施設の設置目的に合致し、公の施設の指定
管理者として相応しい方針か
・利用者に対する公平公正・平等な利用が担保さ
れた方針か

②施設の運営・利
用者対応

3-(3)
3-(4)

6

・施設運営・利用者対応に関する考え方は適切か
（安全・安心の確保、接遇、意見や要望の把握、
トラブル対応等）

③個人情報保護 5-(3)
・個人情報保護等に対する理解と管理の対応が盛
り込まれているか

④団体の理念

1-(1)
1-(2)
1-(3)
5-(4)

7

・地域の現状と課題等を把握し、本施設の価値を
高め、地域活性化を図れるような考えを持ってい
るか

・地場産品の販売促進を図ることができる提案内
容となっているか

・農業者の知識向上や地域の活性化につながるよ
うな各種研修が盛り込まれているか

・普段農業に触れない人たちが農業を身近に感じ
られるような体験事業が盛り込まれているか

⑥施設の運営(地域
社会との交流の場
の創出）

3-(5)

・地域の観光農業資源を活かしたPRアイデアが盛
り込まれているか
・地元農家やグループ、地域住民と一体となった
活動が可能であるか

管理にかかる
経費の縮減

指定管理料(費用）
提案金額
※配点a＋(1－提案金額/最低額)×(a×2)
（小数点第2位以下切り捨て）

書類審査項目

⑦管理運営の体制 3-(1)
・職員配置や勤務体制は適切か（有資格者、障害
者・高齢者雇用等を含む）

⑧職員研修計画等 3-(1)
・施設の設置目的に沿った管理運営のために必要
な職員研修計画が示されているか

経営の安定性
・公平、透明性のある運営をするための経理と団
体経営の安定性

書類審査項目

⑨緊急時対応 5-(1)
・防災・防犯、その他緊急時対策が構築されてお
り、発生時対応・避難誘導等が適切に対処可能か

⑩施設の維持管理
4-(1)
4-(2)
5-(2)

・施設・設備の管理方法が適切か
・業務体制の見直しや改善が適宜図られる仕組み
があるか
・維持管理において環境配慮が図られているか

100

施設管理を安
定して行う物
的・人的能力
を有している
こと

人的能力

物的・経営的
能力

統計

15

60

25

審査区分

利用者の平等
な利用が確保
されること

利用者の平等
な利用の確保

施設の効用が
最大限に発揮
されるととも
に、管理に係
る経費の縮減
が図られてい
ること

施設効用の
最大化 ⑤施設の運営(観光

農業の振興）

1-(3)
2-(1)
3-(2)

大項目 審査項目 評価項目 項目番号 評価基準 配点
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